
人事行政の運営等の状況の公表について 

 

 つくばみらい市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第７条の規定により、令和６年度の人事行政の運営等の状

況について次のとおり公表します。 

 

令和８年２月１日 

つくばみらい市長 小田川 浩 

 

１ 任免及び職員数に関する状況 

（１）職種別職員数の状況                                    （単位：人） 

職種区分 令和６年度職員数 令和６年度退職者数 令和７年度採用者数 令和７年度当初職員数 

行政職 ４２１ ２１ ２９ ４２８ 

技能労務職 ５ １ ０ ５ 

合計 ４２６ ２２ ２９ ４３３ 

（注１）行政職に企業職員を含みます。 

（注２）令和６年度退職者数に任期付職員、暫定再任用職員の退職を含みます。 

（注３）令和７年度当初職員数に職種区分を変更した職員を含みます。 

 

（２）任命権者別職員数の状況                           （単位：人） 

任命権者 令和６年度職員数 増減 令和７年度当初職員数 

市長 ３３７ １０ ３４７ 

議長 ５ ０ ５ 

教育委員会 ７９ △３ ７６ 

農業委員会 ５ ０ ５ 

合計 ４２６ ７ ４３３ 

（注）任命権者とは、地方公務員法第６条に規定する職員の任命、休職、免職及び懲戒等を行う権限を 

有する者をいいます。 

 

（３）採用試験の状況 

令和７年４月１日付け採用試験 

【採用試験日程等】受 付 期 間：令和６年７月２５日～令和６年８月２６日 

         １次試験実施日：令和６年８月２９日～令和６年９月９日（自己ＰＲ動画試験） 

令和６年９月１５日（ＳＰＩ３－Ｕ試験） 

         ２次試験実施日：令和６年１０月９日、１０日、１２日、１４日、１７日、１８日 

         最終試験実施日：令和６年１１月２日、４日、５日 

【職種別応募状況】                                       （単位：人） 

職種 募集人数 応募人数 受験者数 最終合格者数 採用者数 備考 

一般事務 １０程度 １２８ １０６ ２５ ２２  

土木技師 １程度 １ １ １ １  

建築技師 １程度 １ １ ０ ０  

社会福祉士 １程度 １０ ９ ２ ２  

合計 １３程度 １４０ １１７ ２８ ２５  

 



【採用試験日程等】受 付 期 間：令和７年１月１７日～令和７年２月３日 

         １次試験実施日：令和７年１月１７日～令和７年２月３日（エントリーシート試験） 

令和７年２月４日～令和７年２月９日（自己ＰＲ動画試験） 

         ２次（最終）試験実施日：令和７年２月１６日 

【職種別応募状況】                                       （単位：人） 

職種 募集人数 応募人数 受験者数 最終合格者数 採用者数 備考 

保健師 １ １５ １４ １ １  

合計 １ １５ １４ １ １  

 

２ 給与の状況 

（１）給与支給総額（令和６年度決算額）                          （単位：人、千円） 

職員数 

Ａ 

給料・手当 

Ｂ 

期末勤勉手当 

Ｃ 

合計 

Ｂ＋Ｃ＝Ｄ 

一人当たり給与費 

Ｄ／Ａ 

４２３ １,８７９,１０２ ６６０,６４１ ２,５３９,７４３ ６,００４ 

 

（２）初任給、平均年齢、平均給料月額（令和７年１月１日現在） 

職種 初任給 平均年齢 平均給料月額 

行政職 

大卒      ２２０,０００ 

短大卒   ２０４,４００ 

高卒    １８８,０００ 

４１.９歳 ３０６,４７１円 

技能労務職 
高卒    １８５,７００ 

中卒    １７５,８００ 
５９.８歳 ２６０,５００円 

※平均給料月額には、短時間勤務職員を除いています。 

 

過去３年間のラスパイレス指数 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 

９７.２ ９７.８ ９７.３ 

※ラスパイレス指数とは、国の平均給料月額を１００とした場合の地方公共団体の平均給料月額の比率をいう。 

 

（３）職員手当 

期末・勤勉手当 

令和６年度支給

割合 

 期末手当 勤勉手当 

６月期 １.２２５月分 １.０２５月分 

１２月期 １.２７５月分 １.０７５月分 

計 ２.５月分 ２.１月分 

退職手当支給率 

 自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年 １９.６６９５月分 ２４.５８６８７５月分 

勤続２５年 ２８.０３９５月分 ３３.２７０７５月分 

勤続３５円 ３９.７５７５月分 ４７.７０９月分 

最高限度額 ４７.７０９月分 ４７.７０９月分 

その他加算措置 定年前早期退職特例措置（５０歳以上対象２～２０％加算） 

地域手当 支給率 ６％ 

管理職手当 
部長 参事 課長 課長補佐 

９０,０００円 ７０,０００円 ６０,０００円 ４５,０００円 

扶養手当 

区分 配偶者 
配偶者がある場合 配偶者がない場合 

子 父母等 子 父母等 

支給月額 ６,５００円 １０,０００円 ６,５００円 １０,０００円 ６,５００円 

扶養親族である子のうち満１６歳から満２２歳の子、１人につき５,０００円を加算 



住居手当 借家・借間 
家賃の額に応じて月額２８,０００円限度に支給（家賃１６,０００円を超える

場合に限る。） 

通勤手当 
電車・バス通勤者 ６か月定期の価格を基本として１か月当たり５５,０００円まで 

自家用車通勤者 使用距離等に応じ２,０００円～３１,６００円を支給 

 

（４）一般行政職における級別職員数の状況（令和６年４月１日現在）              （単位：人） 

一般行政職 

職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

職名 
主事補 

主事 
主事 

主幹 

係長 
主査 

課長補佐 

室長 

課長 

事務局長 

部長 

参事 

人数 ５１ １１１ ９８ ５９ ５５ ２７ １１ 

※短時間勤務職員除く。 

 

（５）技能労務職における級別職員数の状況（令和６年４月１日現在）（単位：人） 

技能労務職 

職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 

人数 １ １ ０ ２ 

※短時間勤務職員除く。 

 

（６）特別職の報酬等の状況 

区分 給料・報酬の月額 期末手当支給割合 

市長 

給料 

８２１,０００円 

６月期   １.７０月分 

１２月期   １.７５月分 

計    ３.４５月分 

副市長 ６５０,０００円 

教育長 ６０６,０００円 

議長 

報酬 

４２６,０００円 

副議長 ３８４,０００円 

議員 ３６２,０００円 

 

３ 勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）一般的な勤務時間の状況 

勤務開始時間 勤務終了時間 休憩時間 

８時３０分 １７時１５分 １２時００分から１３時００分まで 

開設時間に合わせ異なった勤務時間の施設もあります。 

（２）休暇 

休暇の種類 内容 

年次休暇 １年度について、２０日 

療養休暇 
公務による負傷又は疾病のため療養を要する場合に、１年以内において必要と認める期間 

私事による負傷又は疾病のため療養を要する場合に、９０日以内において必要と認める期間 

特別休暇 選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故その他の特別な理由がある場合 

介護休暇 
職員の配偶者、父母等が負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障がある場合に、介

護を必要とする一の継続する状態ごとに３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない期間 

組合休暇 
職員が登録された職員団体の規約に定める機関の構成員として当該機関の業務に従事する場合

等１年度について３０日まで 

 

 



（３）育児休業、介護休暇の取得状況 

育児休業取得者数                 （単位：人） 

育児休業承認期間 

１年以下 １年を超え２年以下 ２年を超え３年以下 

５ １ ２ 

※令和６年度新規取得者 

介護休暇取得者数                 （単位：人） 

介護休暇承認期間 

１月以下 １月を超え３月以下 ３月を超え６月以下 

１ ０ １ 

 

４ 分限処分及び懲戒処分の状況 

（１）分限処分者数（令和６年度）                     （単位：人） 

処分事由 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績が良くない場合 ０ ０ ０ ０ ０ 

心身の故障の場合 ０ ０ １５ ０ １５ 

職に必要な的確性を欠く場合 ０ ０ ０ ０ ０ 

刑事事件に関し起訴された場合 ０ ０ ０ ０ ０ 

条例で定める事由による場合 ０ ０ ０ ０ ０ 

合計 ０ ０ １５ ０ １５ 

 

（２）懲戒処分者数（令和６年度）                     （単位：人） 

処分事由 戒告 減給 停職 免職 合計 

給与・任用に関する不正 ０ ０ ０ ０ ０ 

一般服務違反関係 ０ ０ ０ ０ ０ 

一般非行関係 ０ ０ ０ ０ ０ 

収賄等関係 ０ ０ ０ ０ ０ 

道路交通法違反 ０ ０ ０ ０ ０ 

監督責任 ０ ０ ０ ０ ０ 

合計 ０ ０ ０ ０ ０ 

 

５ 服務の状況 

（１）職務に専念する義務の免除の状況 

事由 件数（件） 備考 

講習会等参加 ３ ライフプラン等講習会３人 

福利厚生事業 １０６ 人間ドック９０人、その他厚生事業１６人 

講演会講師等 １ 消防団活動１人 

※備考欄人数については、延べ人数 

（２）営利企業等の従事許可の状況 

事由 件数（件） 備考 

不動産等賃貸借 １３  

農業 ２０  

統計等調査員 ０  

行政協力員等 ３２  

 

 

 



６ 研修の状況 

（１）主な研修の状況                                      （単位：人） 

研修名 対象者 人数 研修内容 

管理監督者研修 管理監督職員全員 １３４ 人事評価者研修 

庁舎内特別研修 全職員 ７１３ 
やさしい日本語研修、男女共同参画研修、法制執務に関す

る研修、メンタルヘルス研修 ほか 

階層別研修 該当職員 １３４ 新規採用職員研修、一部二部職員研修、管理監督者研修 

茨城県自治研修所研修 指定職員 ２７ 
地方自治制度講師養成研修、公務員倫理指導者養成研修、

地方自治講座、政策形成基礎講座 ほか 

市町村アカデミー 指定職員 ３ 
ＤＸ時代の農業戦略、新時代における地方公務員の人材育

成・確保、公共施設の総合管理 

※人数については、延べ人数 

 

７ 勤務成績の評定の状況 

全職員を対象とした人事評価制度を導入しています。 

（１）評価制度の目的 

 ・努力すれば報われる制度の確立 

 ・管理監督者（評価者）のコーチング能力の育成 

 ・職員が成長するための環境整備 

 ・職場のチームワークの強化 

 

（２）評価制度の仕組み 

 ①評価対象者・・・全職員 

 ②評定期間・・・４月１日から３月３１日 

 ③評価基準日・・・１月１日 

 ④評価者・・・１次、２次、調整者による複数評価 

 ⑤評価尺度・・・Ｓ、Ａ、Ｂ＋、Ｂ、Ｃ、Ｄによる６段階評価 

 ⑥面談・・・１次評価者が年４回実施（期首、中間、期末、フィードバック面談） 

 ⑦人事評価調整委員会・・・全職員の評価結果を委員会で最終確認を実施 

 

（３）評価項目 

 ①業績評価・・・仕事の結果（成果）を評価するものです。 

         仕事の正確性・迅速性や目標による管理等の項目により評価を実施しています。 

 ②態度評価・・・仕事の結果に対するまでの過程や、取り組み姿勢等を評価するものです。 

         規律性、責任感、協調性、挑戦工夫等の６項目により評価を実施しています。 

 ③能力評価・・・職務を遂行するために発揮した能力を評価するものです。 

         知識技能力、企画力、問題意識力、指導育成力等の６項目により評価を実施しています。 

 

（４）評価結果の活用 

 評価結果を翌年度の賞与の勤勉手当の成績率及び昇給、昇任、昇格に反映させています。 



 

（５）評価結果の苦情相談 

 評価結果について、疑問が生じた場合は苦情申立書を提出することができます。苦情相談が提出された時は、人事評価

調整委員会において評価の内容を審査します。 

 

８ 福祉及び利益の保護の状況 

（１）職員の福利                                        （単位：人） 

事業 実施項目 参加人数 

健康診断 定期健康診断 ２５９ 

人間ドック １４０ 

がん検診 １２９ 

ストレスチェック ＷＥＢによるストレスチェック ３４９ 

メンタルヘルスサポート メールによる相談 １３３ 

 

（２）職員互助会の会員数等（令和６年度） 

項目 内容 

会員数 ４０４人 

歳入予算額 ３,７２９千円 給料月額×０．１３％×１２か月＝掛金／人 

 

※諸収入は預金利子等です。互助会に対する市からの補助金はあ

りません。 

内訳 職員掛金 １,９５３千円 

繰越金 １,７７５千円 

諸収入 １千円 

 

（３）利益の保護の状況 

区分 内容 処理件数（件） 処理状況 

措置の要求  ０  

不服申立て  ０  

地方公務員法第４６条又は第４９条の２の規定に基づき公平委員会に対して行う勤務条件に関する措置の要求又は不利益

処分に対する不服申立ての状況です。 


